
科学的政策立案の重要性

高齢化と人口減少

（a）高齢化と人口減少の恐ろしさ

（b）産児制限と優生保護法

（C）人口戦
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（a）高齢化と人口減少の恐ろしさ
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（ｂ）産児制限と優生保護法

・産児制限の目的

第１：貧困からの救済

・多産による生活難は、栄養不良による体力・抵抗力の低下、

病人の増加、労働能率の低下をもたらす。

・貧民階級が多数の子供を無智無学のまま社会に送り出すことは、

悪疾遺伝を持つ子供を社会に送り出すことと同じ

第２：人口過剰問題の解決

・人口過剰による食料不足問題が社会問題化していた。

第３：母体保護＝多産からの女性の解放、

および「女性による生殖の自己決定権」の獲得

第４：人間の質の向上（人種改良）

・親が悪疾遺伝を持つ場合は、断種（不妊手術）が奨励された

（資料６：生殖をめぐる政治と家族変動．山本起世子）
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優生保護法

・優生保護法改正（1948 加藤シズエ）

「優生上の見地から不良な子孫の出生を防止する」

「母性の生命健康を保護する」

優生手術（不妊手術）の適応範囲が拡大され、本人または配偶者が癩疾患という非遺伝性疾病や、

「現に数人の子を有し、且つ、分娩ごとに、母体の健康度を著しく低下する虞のあるもの」が対象に

含められた。

・優生保護法改正（1949）

・中絶の適応条件に「経済的理由」の導入

・貧困者が妊娠・分娩によってさらに厳しい困窮状態に陥る

ことを救済し、急激な人口増加を抑制する

・優生保護法改正（1952）

・中絶の審査の簡略化

・遺伝性のもの以外の精神病または精神薄弱に罹っている者について強制的優生手術ができる

・優生保護法では、戦前の国民優生法よりも、優生政策がより強化された

・１９５５、出生抑制は中絶による抑制効果↓ ⇒ 避妊効果↑（家族計画運動）

・標準的な出産行動からの逸脱、

とりわけ多産を「恥」とみなす意識が拡大していった

出典：生殖をめぐる政治と家族変動（山本起世子、園田学園女子大大学論文集、第45巻）
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「強制不妊」目を背けたメディア

戦後５０年近く続いた、障害者に対する国家による強制的

な不妊手術。障害者を差別し基本的人権を侵害するもの

だとして１９９６年の法改正により廃止されたものの、その

後も２０年以上にわたり国による被害者への謝罪・補償は

置き去りにされたままだ。１月末に被害者女性が提訴に踏

み切ったのをきっかけに世論が動き、超党派の国会議員連

盟が設立されるなどようやく救済の動きが浮上してきた。

戦後も根強く残った優生思想を背景に、国や、地方の行

政・司法・財界・医学界、さらに地域によってはメディアまで

もが一体となって、障害者に対する人権侵害を進めてきた

ことが、最近の報道で明らかになってきた。

４８年に制定された旧優生保護法は、「優生上の見地か

ら不良な子孫の出生を防止する」ことを目的に掲げ、医師

が「公益上必要」と判断すれば都道府県の優生保護審査

会の決定で、遺伝性とされた病気のほか知的障害や精神

障害のある人、ハンセン病患者らに、本人の同意なしに不

妊手術を施すことを認めていた。当時の厚生省はやむを得

ない場合は体を拘束したり、麻酔薬を使ったり、だましたり

しても許されると通知していた。
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(ｃ) 当時の国会議論

� 日本民族の自殺ではないか。
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まとめ

政策立案の重要項目

ａ）人権の確保

ｂ）科学的な政策立案

（１）恣意による政策立案は、国と国民に対して望ましくない状況を

もたらす。

（２）公衆衛生学的見地から、妥当にデザインされた調査等により

実態をより正確に把握し、科学的な知見に基づく政策立案と

その政策の有効性の実証研究が必要である。

（３）社会現象の科学的定義の努力と恣意的でない対処法への改善
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